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人 

社会 クルマ 

  交通事故死傷者削減には、クルマ・人・社会の三位一体での対応が必要。 

1.1. 自工会の安全対策の考え方 
1．自工会の取り組み 



（社）日本自動車工業会・安全部会 5 (C) Copyright Japan Automobile Manufacturers Association, Inc., All rights reserved. 

日本における三位一体の取り組み状況 

  施行順に寄るが、社会、人からの対策は効果が大きくかつ短時間で効果が出る。 

Automobile-population rate(%) 
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・交通インフラの整備 ・取り締まり強化 ・交通安全教育 

・エアバッグ ・衝突安全対応 

1.1. 自工会の安全対策の考え方 

事故統計に基づく自工会算出結果 

1．自工会の取り組み 
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 新型車の安全対策効果が表れるには、一定期間が必要。 
 全車標準採用したとしても、50%の車両に新技術が搭載されるまで約12年（H27
年3月末乗用車平均使用年数*） かかる…と例えられる。 

1.1. 自工会の安全対策の考え方 
1．自工会の取り組み 

出典：一般財団法人自動車検査登録情報協会 車種別の平均使用年数推移表 (昭和51年〜平成27年) 

    ※国内で新規(新車)登録されてから抹消登録するまでの平均年数 

12.38 

自動車の平均使用年数 

*軽自動車を除く 

13.72 

16.95 

軽乗用（自家用）：13.83年 

軽貨物（自家用）：15.43年 
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交通政策審議会 
技術安全WG 

自工会として取組んできたこと 振り返り 

少子高齢化への対応 ・幼児専用車安全性向上 
・高齢者を考慮した前突(R13X) の早期成
立に向けた国際基準調和活動 
・高齢者を考慮したJNCAP衝突試験法改
定における技術的貢献 

65歳以上の10万人当たり死亡者数が
64歳以下に比べ若干減少 

歩行者・自転車乗員
対策 

・FlexPLIの開発およびUN R127反映への
技術的貢献 
・JNCAP歩行者保護試験法改定における
技術的貢献 

死者数は減っているが、全体に占める比
率は大きな変化なし 

大型車重大事故対
策 

衝突被害軽減ブレーキ、車両安定制御装
置、車線逸脱警報の義務化に向けた対応 
 

・死者数は減っているが、死亡事故発生
率は依然高い 
・高速バスで社会的影響の大きな事故が
発生 

事故調査の充実 次回事故原票の改訂を睨み、警察庁に調
査項目に関する要望を提出。全国の県警
でパイロットスタディが実施された 

マクロ調査項目、ミクロの在り方について
警察とJAMAの意見交換が可能になった 

自動車事故通報シス
テムの開発・普及

ACN，AACNの日本での救命効果推定と，
既存の傷害推定アルゴリズムの精度検証
方法の研究 

HELPNET加入者は，2014年12月末で
45.6万台、180台に１台 
（2014年12月末の自動車保有台数
8100万台） 

1.2. 第９次交通安全基本計画の振り返り 
1．自工会の取り組み 
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 ユーザーがより安全な自動車を求めるための“仕掛け”が重要 

合理的’な技術の提供

有効な
購入可能な
魅力のある

ユーザー

自動車ﾒｰｶｰ 行政
ﾄﾞﾗｲﾋﾞﾝｸﾞﾌｫｰｽ

法規
ｱｾｽﾒﾝﾄ
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

バリュー・フォー・マネー
購買意欲

正しい使い方の習得

共同タスク
リアルワールドでの効果評価

安全運転意識・安全運転マナーの高揚

2.1. 予防安全技術普及の考え方 
2．第１回WGの議論を踏まえて 
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前方障害物衝突被害軽減制動制御装置（低速度含） 車線逸脱警報装置

 この2年で、多くのお客様に買っていただけるようになってきた。 
 衝突被害軽減ブレーキ（ＡＥＢ）： ４１．１％ 10.6％（2013年） 

 車線逸脱警報装置（ＬＤＷ） ：     ８．６％  3.2％（2013年） 

出典：自工会 

2.1. 予防安全技術普及の考え方 

予防安全技術の普及状況 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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 予防安全技術は進化の段階～各社からいろいろな技術が発表されている。 

単眼カメラ 

＋レーザーレーダー 

レーザーレーダー 

センシング技術の例 

単眼カメラ 

＋ミリ波レーダー 

提供：自工会各社 

ステレオカメラ 

単眼カメラ 

ステレオカメラ 

＋ミリ波レーダー 

ミリ波レーダー 

2.1. 予防安全技術普及の考え方 
2．第１回WGの議論を踏まえて 

http://car.watch.impress.co.jp/img/car/docs/707/230/html/09.jpg.html
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歩行者の識別結果

横断自転車の認識結果

 2016年度から評価が開始されるJNCAPに向け、各社で技術開発中 

資料提供：富士重工業株式会社

歩行者の識別技術 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ 

ステレオカメラによる歩行者識別技術～ スバル アイサイト（ ｒ ） の例 

 歩行者の輪郭を抽出し、歩行者モデルとの比較を行うことにより識別 
 立体物のサイズや輪郭情報など三次元的な情報の処理を加えて、車両及び歩行者等
の認識性能を向上 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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可視光画像

資料提供：ホンダ

ステレオ式遠赤外線カメラ

歩行者を音と強調枠表示で
ドライバーに注意喚起

 夜間走行時に見えにくい前方の歩行者の存在を音と表示で知らせ、注意喚起す
るシステム 

遠赤外線カメラが捉えた映像をディスプレイに表示し、ドライバーの視角を支援する 

歩行者を検知すると、音と歩行者強調表示によってドライバーの注意を喚起する 

夜間歩行者警報（遠赤外線警報システム） 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 
2．第１回WGの議論を踏まえて 
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資料提供：トヨタ

ディスプレイ表示

ﾍｯﾄﾞｱｯﾌﾟﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ表示

歩行者を検出し黄色の枠で囲み、画面も黄色
の枠を表示

歩行者検知枠

注意喚起枠

歩行者
検知表示

近赤外線灯光器

ナイトビューカメラ

人の目に見えない近赤外線を前方に照射し、夜間見えにくい前方の歩行者を近
赤外線カメラで検知し、ディスプレイに黄色枠で表示、またヘッドアップディスプレイ
にも歩行者保護検知を表示 

夜間歩行者警報（近赤外線警報システム） 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 
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前方視界の確保として、走行ビームの活用が重要

道交法では夜間は他の車両等と行き違う又は直後を進行する場合を除き、走行
ビームをつけなければならないとされている

出典：JAF Mate 2013年11月号 
“夜間走行時はハイビームが基本”～「ロービームの限界を知る」テスト結果をホームページで公開～ 

すれ違いビーム ロービーム 走行ビーム ハイビーム

例；走行ビームによる視認性向上

ハイビームの効果 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 
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夜間
視認性
向上

光
源
技
術 

制
御
技
術 

ハイビームアシスト ADB 

高輝度化 分割ビーム化

照射範囲の拡大

資料提供：日産、トヨタ

先行車、対向車のランプなどを検出すると、
すれ違いビームに切り替える

先行車や対向車のランプを検知し、
走行ビームのそのエリアのみ遮光

AFS 

灯火器技術の進化 

 制御技術、光源技術の進化により、夜間の視認性を向上 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 



（社）日本自動車工業会・安全部会 18 (C) Copyright Japan Automobile Manufacturers Association, Inc., All rights reserved. 

先行車、対向車のランプなどを検出すると、
すれ違いビームに切り替える

カメラ

資料提供：日産

走行ビームで走行可能と判断した場合、
自動で切り替える

ハイビームアシスト 

 先行車や対向車のランプを検知し、走行／すれ違いビームを自動で切り替えるこ
とにより、走行ビームによる走行を支援する 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 
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資料提供：トヨタ

配光可変型前照灯(ADB) 

先行車や対向車のランプを検知し、走行ビームのそのエリアのみ遮光 

他車に幻惑を与えることなく、走行ビーム並みの視認性を確保 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 
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実用化に向けた技術的課題～事故分析 

照度（街灯有無等）、シーン（複数車両関与等）、歩行者の挙動等、詳細なミクロ
調査分析を行う必要がある 

引用データ：イタルダ・インフォメーション No.62, No.87 

夜間歩行中死者数（平成21年） 高齢歩行者・夜間死亡事故の法令違反 
（平成21年,横断歩道以外の単路横断中, 

 65歳以上1当2当） 

走行車両の直前直後の横断 

夜間の歩行者死亡事故例 

事故発生月 12月18:00頃 

運転者 58歳男性 

歩行者 67歳女性 
ライト下向き、約45km/hで走行、
100m手前で対向車とすれ違う 

20m手前で歩行者に気づき、急ブレーキ
をかけたが、間に合わず衝突 

知人宅に行くため、
道路を横断 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

2.2. 対歩行者の衝突被害軽減ブレーキ（夜間対策） 
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サイドビュー＆バックアイモニター
左ウインカー連動のサイドビューカメラによる車両左側の死角部分の映像と、
バックギア連動のバックアイカメラの映像をルームミラータイプのカラー液晶
モニターに表示、死角をカバーし、事故抑制に貢献 

普及に向けた技術的課題 

装備費用の低廉化（部品のコストダウン＋取り付けの容易化）

バックアイカメラは架装によっては取り付け不可な場合あり 

サイドビューカメラ 

大型車の左折、後退時対策 

現状技術としてサイドビュー＆バックアイモニターがあるが、装備費用の低廉化等
が課題

2.2. 対歩行者に対する視界拡大 

いすゞ自動車HPより 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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・2010年に、「ハイブリッド車等の静音性に関する対策検討委員会」の報告を受け、国交省は「ハイブリッド車
等の静音性に関する対策のガイドライン」を発行。 
・ガイドラインに基づき、対象車両に車両接近通報装置を装着。 
・さらにガイドラインをベースとした国連規則が、国際基準調和活動の一環で検討されており、 採択後は国内
採用し義務付けされる予定。（国連での採択は2016年3月の見通し） 
・なお、これまでにない低車速で静かな音を測定する試験法については、ISO規格として策定中 
 （現在FDIS、国内審議団体は自技会） 

車両接近通報装置 

約20km/h以下で走行中、走行音を発することで 
歩行者に車両の接近を通報し注意を促すための 
車両接近通報装置の装着が進んでいる。 

モータのみで走行する電動車両は、低車速での 
走行音が静かで、車両の接近に気づきにくい。 

2.3. 歩行者が車の接近に気づきやすくする対策 

静音性対策 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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 各社、後退時、バックブザーまたは音声警報が鳴るシステムをトラック、バス
全車に装備

 大型貨物車等においては、左折時の巻き込み防止のための警報を発する

2.3. 歩行者が車の接近に気づきやすくする対策 

車両後退時等の対策 

イメージ図 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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2.4. 高齢ドライバー対策 

 歳以上の高齢者のペダル踏み間違い事故は、他の年齢層の ～ 倍
 ペダル踏み間違い事故は道路以外の場所で多い

引用データ：イタルダ・インフォメーション No.107 2014年8月発行 

0 5 10 15 20

道路以外の場所 

単路（直線） 

単路（カーブ） 

交差点付近 

交差点付近 

事故割合（％） 

ペダル踏み間違い事故の発生場所 

ハンドル操作不適 

ペダル踏み間違い 

ブレーキ操作不適 

その他操作不適 

操作不適事故全体 

年齢層別操作不適事故の割合 
（H16～25年） 

※道路以外の場所：高速道路等のサービスエリア、
店舗の駐車場、広場など 

ペダル踏み間違い事故 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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資料提供：日産 

2.4. 高齢ドライバー対策 

踏み間違い衝突防止アシスト 

万一アクセルペダルを誤って踏み込んでしまったとき、ドライバーにメーター内の警
告灯とブザーで警告 

 さらに、自動的にエンジン出力やブレーキを制御することで、障害物への衝突防止
や過度の加速の防止を支援

2．第１回WGの議論を踏まえて 

採用メーカー（ 音順）
スズキ・スバル・ダイハツ・トヨタ・日産・ホンダ・マツダ・三菱
ペダル踏み間違い時加速抑制装置
新車搭載率： （ 年）  （ 年） ＜自工会調べ＞
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操作力 認知力(視力)・判断力 

事故分析・ 
実験等を 
通して、 

わかってきたこと 

必要な支援と 
対策技術（例） 

安全な状態を維持 危険がせまる 事故直前 

出会い頭事故が多い 
⇒思い込み等による 

   認知、判断ミス 
一時停止標識、信号
の見落とし 

事故時 

回避行動が取れない
ことが多い 
特にハンドルを切るこ
とは少ない。 
反応時間が非高齢者
に対して遅れる。 
緊急時に十分にブ
レーキを踏めない。 

加齢と共に傷害を受
けやすくなる。 
傷害の数が一番多い
のは、胸部である。 
胸部よりも腹部、頭
部の方が致命的な傷
害を受けやすい。 

対向車が眩しい。 
 近くが眩しく、 
 遠くが見えない。 
視線方向の変化数
が少ない。 

注意資源の分散防止
（適切な道路案内、 

 不要な情報の削除等） 

直接視界・間接視界
の向上 

 

体への負荷が分散さ
れる拘束装置 

事故調査 
実験 

課題 
適用 

認知判断力低下： 
 個人差大、事故を起こしやすいタイプが存在 

周辺視野の衰え 
薄暮での 
 車両認識力低下 
 

交差点進入可否
判断が不適切 

 

2.4. 高齢ドライバー対策 

衝突被害軽減制動制御装置（AEBS）：緊急時の認知・判断・操作のミスを補完 
踏み間違い衝突防止装置：緊急時の認知・判断・操作のミスを補完 

講習予備検査と高齢者講習（75歳以上の方の免許
更新）  

耐性 

ICC、LKA等の運転支援装置：運転負荷の軽減 
後方、夜間視界情報提供装置等：認知ミスを補完 
車線逸脱警報装置（LDWS）：認知・判断ミスを補完 

ブレーキアシスト 
応答速度の向上 
 （危険状態予知⇒ 
  車側事前準備）  

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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目次（案）  
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３． 自工会からの要望 
 

４． まとめ 
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2.5. 新技術の正しい使用法 

予防安全技術の使用法は、オーナーズマニュアルに記載されている

資料提供：自工会各社 

2．第１回WGの議論を踏まえて 
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2.5. 新技術の正しい使用法 

横滑り防止装置（ ）の商品名は各社各様

名称が異なる例 

出典: ESC普及委員会  
(http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html) 

2．第１回WGの議論を踏まえて 

http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html
http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html
http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html
http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html
http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html
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１． 自工会の取り組み 
 

２． 第１回WGの議論を踏まえて 
 

３． 自工会からの要望 

3.1. 第10次交通安全基本計画にむけての提言 

3.2. クルマに対する提言 

3.3. ITSに対する提言 
 

４． まとめ 
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3.1. 第10次交通安全基本計画にむけての提言 
３．自工会からの要望 

交通政策審議会 
技術安全WG 

振り返り 残された課題 更なる取組み 
 

少子高齢化への
対応 

65歳以上の10万人当たり死
亡者数が64歳以下に比べ若
干減少 

・高齢者を考慮した基準、年少者を
保護する基準について、早期成立
に向けた基準調和活動の推進 
・高齢運転者を支援する安全技術
の開発 
・幼児専用車へのシートベルト装備
に向けた研究や開発 

 
 
①安全技術開発に寄与する
統合事故データベースの構築 
１)高齢者（危険）運転特性の把握 
２）歩行者・自転車事故のシーン集約 
３）医工連携統合事故データベース構
築強化 
 

 
②安全技術の開発資源を集
中するための技術標準化、基
準調和 
１）ASV（安全技術開発の促進） 
２）WP29（技術法規の国際統一促進） 
３）ISO（日本発技術の標準化リード） 
 

 
③安全技術を普及させる制度
の整備 
１）大型車事業 次世代運行管理機器
（活用の枠組み整備の推進） 

２）緊急通報の受け皿となる公的インフ
ラの整備と普及促進制度の導入 

３）安全装備の消費者への情報提供と
購入意欲につなげる普及促進策の
検討 

歩行者・自転車
乗員対策 

死者数は減っているが、全体
に占める比率は大きな変化な
し 

・歩行者・自転車事故予防安全技
術の開発 
・夜間の歩行者事故対策の事故実
態調査と評価法の研究 

大型車重大事故
対策 

・死者数は減っているが、死
亡事故発生率は依然高い 
・高速バスで社会的影響の大
きな事故が発生 

・予防安全装置の普及（古い車の
代替え促進） 
・ドライバー異常時の安全を確保す
る技術の開発 

事故調査の充実 
 

マクロ調査項目、ミクロの在り
方について警察とJAMAの意
見交換が可能になった 

・医工連携データの統合化 
・ＤＲ,ＥＤＲデータ活用の体制作り 

自動車事故通報
システムの開発・
普及 

HELPNET加入者は，2014年
12月末で45.6万台。180台
に１台 
（2014年12月末の自動車保
有台数8100万台） 

救命効果は66名と大きいことから、
システムの普及拡大が望まれる 
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3.2. クルマに対する提言 

１）高齢者（危険）運転特性の把握 ２）歩行者・自転車事故のシーンの分析・集約 

３）医工連携統合事故データベースの構築強化 

３．自工会からの要望 

高齢者の問題を把握するための事故データの収集、分析 

救急・医療関連のデータとの統合を図る医工連携統合事故データベースの構築 

事故ミクロ調査と統合的事故データベースの拡充 

ドラレコによる高齢者の日常運転データの収集（JARI委託） 

現在、認知機能、日常運転行動の計測により、高
齢運転者を特徴ごとに分類し、不安全な高齢者の
特定および対策につなげる研究に取り組んでいる 

・高齢者特性（認知機能等）、日常運転行動（ドラ
レコ） と事故データをつなげる取り組み 
・教育等を含む総合的対策を検討できる体制の
確立が必要 

・歩行者事故： 夜間事故発生場所の環境要因の調査、 
  ドラレコ等を活用した歩行者行動の詳細分析 
・自転車事故： 自転車の速度情報の調査、死者の多い 
  交差点に着目した詳細分析、が必要 

・ITARDAマクロデータとJTDB（外傷データバンク）の 
 マッチングデータの構築 
・外傷センター（救急病院）を中心とした医工連携 
 ミクロデータの収集 
・ITARDAミクロデータ調査拠点の拡充、が必要 
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１）ASV（先進安全自動車の開発指針） 

第五期までに成果がでており、この取
り組みを継続していただきたい 

２）WP29（国連自動車基準調和世界フォーラム） 

最新領域で日本が議長を務める等、基準化をリー
ドしており、この取り組みを継続していただきたい 

３）ISO（日本発技術の国際標準化リード） 

3.2. クルマに対する提言 
３．自工会からの要望 

予防安全技術、自動化技術については、技術的に日本が先行しており国際標準
化をリードすることで開発効率化と普及拡大に拍車をかける必要がある 

技術標準化、基準調和の推進 
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ＡＳＶ技術等安全装備の普及拡大を図る制度の拡充 

3.2. クルマに対する提言 

１）次世代運行管理機器（活用の枠組み
整備の推進）   

２）自動車事故緊急通報システムのインフラ
対応（点線枠内）と普及促進   

   AACNの通信システムや病院の整備 

３）ASV安全装備の消費者への情報提供と普及促進策の検討   

• 車両の位置情報、運行状態、運転情報等を事務所から
リアルタイムで確認でき、安全運行に寄与するシステムが
実用化されている 

• 更なる普及拡大のためには、取得データの標準化や車両
ブランドに拘らず利用可能なシステムの構築が課題 

 ハードとして次世代運行管理機器が開発済であり運行管理のツールとして活
用するための制度の拡充が望まれる

 その他日本における交通事故自動通報システムの普及促進策、大型の事業
者に対し車両代替需要を喚起する普及拡大策

３．自工会からの要望 
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１． 自工会の取り組み 
 

２． 第１回WGの議論を踏まえて 
 

３． 自工会からの要望 
 

４． まとめ 
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 クルマ・人・社会の三位一体での取り組みを念頭に車両安全対策を検討してい
ただきたい 

 
 第10次の課題全般について考慮すべきこと 
技術開発に活用できる交通事故分析の実行 

①高齢者（危険）運転特性の把握 
②歩行者・自転車事故シーンの把握 
③医工連携統合事故データベースの構築 

安全技術の開発資源を集中するための技術標準化、基準調和の継続 
先進技術（安全運転支援システム、緊急通報システム等）のインフラ対応 

 
 主要課題の対歩行者(昼間・夜間)予防安全対策について考慮すべきこと 
いろいろな技術が出てきていること 
より多くの車両に安全技術を搭載する面積思考 
技術の進化と普及 
夜間についての試験・評価法策定 

 
 
 

4. まとめ 
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ご清聴ありがとうございました 


